
名称 鳥取県6次産業化関連事業交付金 

施策対象 農林漁業者等

施策主体 鳥取県、市町村

対象者

(1)農林漁業者団体
　①農林漁業者3戸以上が主たる構成員又は出資者となっている団体
　②①の団体が主たる構成員又は出資者となっている法人
　③常時雇用者を3名以上雇用している又は雇用予定の団体
(2)農林漁業者団体等と連携する中小企業者
　  農商工等連携促進法第２条第１項に規定する中小企業者であって農林漁業者団体等と連携

する者

施策概要
六次産業化・地産地消法及び農商工等連携法により認定を受けた取組を行う場合に必要な施

設整備を支援。

〇支援内容

主な内容

(1)農林漁業者団体への支援
①農林水産物等の加工・流通・販売等のために必要な施設：処理加工施設、販売施設・ 地

域食材提供施設、地域と連携した加工体験施設等
②農林水産物等の生産のために必要な施設等：高生産性農業施設、乾燥調製貯蔵施設等
   ※①と併せて行う場合に限る。
   ※農商工等連携事業計画で実施する場合は、②単独でも実施が可能。

(2)中小企業者への支援
   食品等の加工・販売のために必要な施設（新商品の製造過程に対応したもの）
   ※販売施設は、加工機械・施設の整備と一体的に整備するものに限る。

補助率・補助上限額

【補助率】 ： 融資残補助3/10以内（国費のみ）
　※以下に該当する取り組みの場合は1/2
　・中山間地農業ルネッサンス事業
　・市町村戦略
　・新規の障がい者雇用を定めた認定総合化事業計画等

【補助上限額】 ： 1億円
 ※以下の取組の場合は2億円
　・BtoB
　・取引先の求める基準を満たす施設で、かつHACCPに関する第3者認証の取得
　・BtoBによる取扱量又は取扱金額が５０％以上

主な要件 ①多様な事業者が連携する取組であること（事業実施主体を含む3者以上）
②投資効率（費用対効果）が1.0以上であること。　等

●事業の流れ

　

問合せ先
担当部署 電話番号

市場開拓局食のみやこ推進課 0857-26-7807

関連サイト http://www.pref.tottori.lg.jp/dd.aspx?menuid=247580
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名称 とっとりオリジナル加工品づくり支援事業 

施策対象 企業、生産者団体、農産加工グループ等

施策主体 鳥取県

対象者
県内の農産加工グループ、農業法人、ジビエ振興に取り組む任意団体等、「食のみやこ鳥取

県」推進サポーター(従業員数が２１人以上の事業者を除く。)

施策概要
県産農林水産物を使用した加工食品、若しくは県内農山漁村に古くから伝わる伝統的な加工食

品の開発・販路開拓を支援する。

〇支援内容

補助対象事業

1 県産農林水産物を使用した加工食品

2 県内農山漁村に古くから伝わる伝統的な加工食品
　（例：酒造及び菓子、味噌、醤油、豆腐等）
上記1、2のブランド化を図るための次の事業
(1) 1、2の新商品開発
(2) 成功事例の視察研修の実施
(3) 消費者を対象としたモニタリングの実施
(4) 県内量販店等での試食・販売ＰＲの実施
(5) その他目的達成に必要な事項

補助率及び補助金額等
1 補助率：補助対象経費の1/2
2 補助限度額 ：１事業者につき150千円/事業年度（最大3事業年度）

補助対象経費
試作材料費、旅費、謝金、会場借上料、試食品代金、パッケージデザイン版下作成
費、ＰＲ資材作成費、打合せ・研修会でのお茶代等

問合せ先

担当部署 電話
東部地域振興事務所 0857-20-3664
中部総合事務所県民福祉局中部振興課 0858-23-3985
西部総合事務所県民福祉局西部観光商工課 0859-31-9648
市場開拓局食のみやこ推進課 0857-26-7853

関連サイト http://www.pref.tottori.lg.jp/dd.aspx?menuid=178535
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名称 食の安全・安心プロジェクト推進事業補助金 

施策対象 食品製造業者等

施策主体 鳥取県

対象者 食品製造業者、県内立地企業

施策概要

○認証取得支援事業
　輸出向け認証（ＩＳＯ22000等）の取得に必要な経費の一部を補助する。

○安定化支援事業

　 輸出向け認証の認証取得から初回の更新までに必要な費用の一部を補助する。

○支援の内容
　食品安全規格の認証取得もしくは初回更新を目的に実施する事業経費（認証審査費、委託費、研修費等の
　認証取得に係るソフト面）への補助。
　※必ず認証（審査登録）機関等の審査を受ける事業計画とすること。

事業名 補助率 補助金限度額

認証取得支援事業 補助対象経費の
2/3以内（県費2/3以内）

1件あたりの総額350万円以内

安定化支援事業 補助対象経費の
1/2以内（県費1/2以内）

1件あたりの総額225万円以内
（ただし上限75万円/年度）

問合せ先
担当部署 電話番号

市場開拓局販路拡大・輸出促進課　 0857-26-7963

関連サイト http://www.pref.tottori.lg.jp/236687.htm
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名称 もうかる６次化・農商工連携支援事業（農商工連携型） 

施策対象 食品加工業者等

施策主体 鳥取県、市町村

対象者 農林漁業者と連携する食品加工業者等

施策概要
農林漁業者と連携した（農商工連携）、県内農林水産物を原材料とする食品加工等の取り組み

を支援する。

〇支援内容

主な内容
農林漁業者と連携した食品加工等に必要な機械・施設整備の経費を支援
（加工等に必要な施設、機械整備（３万円以上のもの）の経費（ハード））
　　 ※不動産（土地代及び建築物）の購入、土地基盤の整備は対象外

主な内容補助率
ハード　1/3　（県1/3、市町村任意）　
　※主な要件（3）に該当する事業は1/2を補助（県1/2、市町村任意）

県の単年度補助限度額
10,000千円　
　※主な要件（3）に該当する事業は、15,000千円

主な要件

(1)補助金交付申請までに、原材料となる連携農林水産物(注)について仕入れ金額
の50％以上を 3年間、1戸以上の県内連携農林業者と安定的に取引する契約を
締結する（水産物は除く）。

(2)プランの目標年において、連携農林水産物はすべて県産となるよう努める。（水
産物にあっては、県内の産地市場を経由したものを含む）

(3)国際認証取得又は県外加工から県内加工への切り替えにかかる施設整備は、
補助率を嵩上げする。

●事業の流れ

問合せ先

担当部署 電話番号
市場開拓局食のみやこ推進課 0857-26-7807
東部地域振興事務所   　   0857-20-3664
中部総合事務所県民福祉局農商工連携チーム 0858-23-3985
西部総合事務所県民福祉局農商工連携チーム 0859-31-9768
水産振興局水産課 0857-26-7316

関連サイト http://www.pref.tottori.lg.jp/245964.htm
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名称 鳥取県食品加工施設整備補助金 

施策対象 食品加工事業者等

施策主体 鳥取県

対象者 県内に事業所を有する食品産業事業者又は誘致企業

施策概要
農産物加工施設を新・増設する企業に対して、必要な施設・機械整備に係る経費の一部を助成

します。

〇支援内容

主な内容 農産物加工に係る施設・機械整備費の補助
（水産加工、畜産加工に係るものは除く）

補助率・補助上限
額・補助期間

【補助率】ハード　1/3以内
【補助上限額】　35,000千円
【補助期間】　36月以内

補助対象経費

食品加工に係る施設・機械整備費
（ただし、工事請負費及び委託費については、県内事業者が施行を行ったものに限るが、止むを得
ない事情で県内事業者への発注が困難と事前に県が認めた場合については、この限りでない。）
等
※1　水産加工、畜産加工に係るものは除く
※2　事務用品は除く
※3　リース料も対象とする

補助要件

(1)鳥取県内に事業所を有する食品産業事業者又は誘致企業であること
(2)新・増設する加工施設・機械設備は鳥取県内に整備すること
(3)新・増設する加工施設・機械設備について次のいずれかを事業計画終了時において達　成して
いること
　①加工原料である農産物について仕入れ金額の30％以上を県内産とすること
　②県内に事業所を有する事業者からの受託生産額割合を30％以上とすること
(4)事業計画期間中に新・増設に係る加工施設について30,000千円以上の補助事業に関する投資
をすること
　※ただし、リースについては物件価格とする
(5)事業計画終了時において補助事業に係る従業員を１人以上新規雇用すること
(6)県内に不足している以下の加工形態を行う施設であること
　①洗浄、皮むき、カット型
　②冷凍、そうざい型
　③粉末、乾燥型
　④搾汁、糖加型
　⑤飲料型　※ただし、清酒生産は除くものとする
　⑥酢醸造型
　⑦エキス抽出型
　⑧包装、パック、ボトリング型

●事業の流れ

　

問合せ先
担当部署 電話番号

市場開拓局食のみやこ推進課 0857-26-7807

関連サイト
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名称 おいしい鳥取ＰＲ推進事業費補助金 

施策対象 農業者等

施策主体 鳥取県

対象者

(1) 農林業経営体又は漁業者
(2) (1)で構成する任意組織（補助事業参加者である(1)が過半数以上を占めること。）
(3)県内の伝統的な加工食品を製造する小規模事業者、当該業種の事業者で構成する任意組
織又は組合

(4)鳥取県内の農林水産物生産者と連携した食品を製造する小規模な食品加工製造事業者

施策概要

本県農林水産物及び農林水産加工品の県外への販路開拓・消費拡大の取組に対し支援しま
す。
○県外消費者等と産地交流を行うツアーの開催などによる国内販路開拓
○見本市、商談会等への出席、試食販売など、国内販路開拓

○小売店における１月以上のテスト販売や年4回以上の試食販売による県外販路の定着化

〇支援内容
1．補助事業区分、事業実施主体、補助限度額及び補助率　

事業区分 事業実施主体 限度額 補助率

消費者等交流事業

販路開拓事業

対象者(1)～(3) 150千円（任意組織又は組合で補助事業参加者が4構
成者以上の場合は300千円）

1/2

販路定着化事業 対象者(1)～(4) 200千円（任意組織又は組合で、補助事業参加者が
4構成者以上の場合は400千円）

1/2

２．事業区分及び補助対象経費
補助事業名 補助対象経費

消費者等交
流

事業

事業実施主体の創意工夫により、県外での販路開拓を目的に行う次の取組みに要する経費。
・県外の販売先等を通じて募集するなどした消費者と県内生産者の県内での交流（産地視察、農
業体験、意見交換会等）

・シェフ等の産地視察に係る経費

販路開拓事
業

事業実施主体の創意工夫により、県外での販路開拓を目的に行う次の取組みに要する経費。た
だし、アンテナショップ（とっとりおかやま新橋館）での取組は除く。
・特定の小売店等とのタイアップによる販路拡大
・複数団体の連携による共同ＰＲ、販売促進（県外団体との連携も含む）
・新たな流通確立のためのテストマーケティング
・展示会、商談会等への参加
・商品ＰＲイベント等の開催、多くの来場者が見込めるイベントへの出展

販路定着化
事業

県外における販路開拓拠点（インショップ等）定着化の取組のために行う次の取組みに要する経
費。ただし、アンテナショップ（とっとりおかやま新橋館）での取組は除く。原則として、既に一定の
取引があり、その取引を定着・拡大するために行う取組に限る。
・インショップ展開
・同一店舗での1月以上のテスト販売、年4回以上の試食販売の実施

   注1)　県内の伝統的な加工食品とは、酒造及び菓子、味噌、醤油等、地域に古くから伝わる伝統的な製造方法
でつくられている農林水産加工食品である。

   注2)　小規模事業者とは、商工会及び商工会議所による小規模事業者の支援に関する法律第２条で定める、
常時使用する従業員の数が20人以下の事業者とする。

問合せ先
担当部署 電話番号

市場開拓局　販路拡大・輸出促進課 0857-26-7767

関連サイト https://www.pref.tottori.lg.jp/69491.htm
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名称 物産展・県フェア及び見本市への出展支援 

施策対象 農業者等

施策主体 鳥取県

対象者 県内事業者

施策概要
県産品の販路開拓を推進するため、物産展・県フェアの開催や見本市への出展により県内事業

者にマッチング・情報交換の場を提供します。

〇支援内容
　県外で行われる鳥取県フェア等の催事又は見本市等（鳥取県又は鳥取県物産協会が主催・共催・出展して
いるもの）に出展する県内事業者に対して、出展に要する経費の一部を支援。
　※先着順、予算がなくなれば終了
　※鳥取県物産協会へ事務委託）

(1)概要
ア　対象事業者：県内事業者

イ　支給回数：1事業者につき、1催事等あたり1名までとし、年2回まで

ウ　対象となる催事又は見本市等：県又は鳥取県物産協会が主催・共催・出展する催事又は見本市等
　　（2日間以上の催事で県内から3社以上の事業者が参加する催事又は見本市等）

エ　その他　
　　・他に国･県･市町村等から補助を受けている場合は、経費支援対象者に該当しないものとする。
　　・経費支援事業に従事する者を鳥取県内から派遣する場合に限る。
　　・催事等への出展が2日以上であること（準備等は含まない）。

(2)経費支援金額（1名分）
催事開催地 2日間 3日間 4日以上

北海道・青森県・岩手県・秋田県・宮城県・山形県・福島県・茨城
県・栃木県・群馬県・埼玉県・千葉県・神奈川県・東京都・沖縄県

20,000円 30,000円 40,000円

新潟県・富山県・石川県・福井県・山梨県・長野県・岐阜県・静岡
県・愛知県・大阪府・京都府・奈良県・三重県・滋賀県・和歌山県・
山口県・香川県・徳島県・愛媛県・高知県・福岡県・佐賀県・長崎
県・熊本県・大分県・宮崎県・鹿児島県

10,000円 20,000円 30,000円

上記以外の都道府県
（鳥取県内を除く）

5,000円 10,000円 20,000円

※催事場所までの交通手段・宿泊場所を問わず、催事等の開催日数に応じて定額とする。
※鳥取県内での催事及びとっとり・おかやま新橋館への出店は除く。

(3)支払方法
　助成を希望する事業者は、出展終了後2週間以内に、（一社）鳥取県物産協会宛てに書類を送り、
　請求してください。先着順ですので、予算がなくなれば助成も終了となります。（申請期限：3月の第1金曜日）

【提出書類】
・請求書・・・捺印のある原本
・宿泊等に要した経費の支払証拠書類（領収書等支払金額がわかるもの）
（注）出展した催事によっては、催事の実施内容等がわかるものを提出していただくことがあります。

問合せ先

担当部署 電話番号
市場開拓局販路拡大・輸出促進課 0857-26-7767
（一社）鳥取県物産協会 0857-29-0021

関連サイト http://www.pref.tottori.lg.jp/262984.htm
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名称 ネット販売に取組む事業者支援事業費補助金 

施策対象 農林水産業経営体等

施策主体 鳥取県

対象者

新たにネット販売に取り組む以下の事業者を対象とします。
（１）農林水産業経営体及び農林水産物を取り扱う卸・仲卸業者
（２）県が実施するウェブ物産展等に参加する事業者
（３）県産農林水産物を取り扱う食品加工事業者
（４）その他、知事が必要と認める県内事業者

ただし、食のみやこ鳥取ブランド団体交付金の交付団体は除きます。

施策概要
県産農林水産物及び農林水産加工品等を初めてインターネット販売する取り組みに対し支援し

ます。

○支援内容

補助対象経費

県産農林水産物及び農林水産加工品等をインターネット販売する上で必要な以下の経
費
・通信環境整備費（インターネット回線の開設工事、無線ルーター開設、初期アドレス、レ
ンタルサーバー代等）
・ショップ開設費
・出展料
・ページ制作係る経費
・広告宣伝費
・コンサル費
・セミナー参加・研修費
・ネットショップ用商品の開発・改良に係る経費

補助率及び補助金額等
１補助率：補助対象経費の1/2
２補助金額：200千円／1事業者

　

問合せ先
担当部署 電話番号

市場開拓局　販路拡大・輸出促進課 0857-26-7828

関連サイト
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名称 新しい生活様式における輸出促進活動支援事業費補助金 

施策対象 企業、生産者団体等

施策主体 鳥取県

対象者 県産農林水産物及び食品の輸出に取り組む県内事業者

施策概要
鳥取県の農林水産業及び食品製造業の振興を図るため、鳥取県内で生産された農林水産物

及び食品の輸出活動を支援します。

〇支援内容

類型 補助事業 事業主体 補助事業に
要する経費

補助率 限度額

一般型 県内事業者
1/2以内
※旅費は
1/3以内

2,000千円/年度

グループ展開型
グループ（県内事
業者5者以上）を代
表する県内事業者

1/2以内
事業者×1,000千円
/年度

チャレンジ型
輸出促進活動を
行ったことが無い
県内事業者

旅費、役務
費、印刷製本
費、広告宣伝
費、使用料、
専門人材活用
費、委託費

2/3以内
2,000千円
（一回限り）

食のみやこ型

県産農林水
産物及び食
品の輸出促
進のために
行う取組

県主催事業に参加
する県内事業者

旅費、役務
費、印刷製本
費、広告宣伝
費

1/2以内 －

※各事業者の補助限度額は累計5,000千円とする（食のみやこ型は除く）

問合せ先
担当部署 電話番号

市場開拓局販路拡大・輸出促進課 0857-26-7963

関連サイト http://www.pref.tottori.lg.jp/237651.htm
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名称
鳥取県食品産業の輸出向けＨＡＣＣＰ等対応施設整備緊急対策事
業費補助金 

施策対象 食品製造事業者、食品流通事業者、中間加工事業者等

施策主体 鳥取県

対象者

食品製造者、食品流通事業者、中間加工事業者等であり次のいずれかに該当する者。（法人格
を有する農林漁業者又はそれらの組織する団体が、製造・加工、流通等の事業を行う場合も含
む）
（１）法人

（２）地方公共団体　等

施策概要
農林水産物・食品の輸出拡大を図るため、①輸出向けHACCP等の認定・認証の取得による輸
出先国の規制等への対応や②家庭食向けなどの輸出先国のニーズへの対応に必要となる施

設や機器の整備を支援します。

○支援内容

主な内容 補助率 補助上限額
①輸出向けHACCP等の認定・認証の取得に
よる輸出先国の規制等への対応 １／２以内（国費のみ）

②家庭食向けなどの輸出先国のニーズへの
対応（HACCP等の認定・認証を取得しない場
合）

３／１０以内（国費のみ）

国令和２年度補正予算
  ：上限５億円、下限２５０万円

国令和３年度当初予算
  ：上限３億円、下限５００万円

○主な採択基準
・GFP（農林水産物・食品輸出プロジェクト）コミュニティサイトに登録していること。
・投資効率（費用対効果）が1.0以上であること。
・HACCPチームが編成されていること。　等

問合せ先
担当部署 電話番号

市場開拓局販路拡大・輸出促進課 0857-26-7963

関連サイト https://www.maff.go.jp/j/shokusan/export/gfp/haccp.html
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名称 「食のみやこ鳥取県」マーク推奨事業 

施策対象 企業、生産者団体、農産加工グループ等

施策主体 鳥取県

対象者
「食のみやこ鳥取県」推進サポーター、とっとり県産品「鳥取物がたり」登録事業者、「鳥取県ふ

るさと認証食品」認証事業者（従業員数が21人以上の事業者を除く。）

施策概要
「食のみやこ鳥取県」推進サポーター、とっとり県産品「鳥取物がたり」登録事業者、「鳥取県ふ
るさと認証食品」認証事業者が、各事業のロゴマークを入れた商品パッケージを作成する経費

を支援する。

〇支援内容

補助対象経費

以下のマーク活用に係る商品パッケージ・出荷資材版下作成、ロゴマーク入りシー
ル作成経費。
1 「食のみやこ鳥取県」ロゴマーク
2 「鳥取物がたり」ロゴマーク
3 鳥取県ふるさと認証食品マーク

補助率及び補助金額等
1 補助率：補助対象経費の1/2
2 補助金額 ：１事業者につき、事業年度や商品数にかかわらず、補助金額の合計
   150千円を限度

○参考

「食のみやこ鳥取県」
推進サポーター

※登録されると、各種事業対
象となるほか、食のみやこ鳥
取県の販促グッズの提供が

ある。

「食のみやこ鳥取県」推進の趣旨に賛同し、次に掲げるいずれかの条件を満たして
いる事業者

１ 販売店
・県産品の販売、ＰＲに力を入れている百貨店、量販店、小売店、直売所、土産物
店等で、県産品の販売促進・ＰＲのための自主的な取組を積極的に実施し、か
つ、法令を遵守し、適正な食品表示など食の安全・安心に努めていること

２　飲食店、旅館・ホテル
・料理メニュー等に積極的に県産品を活用し、その良さをＰＲしている旅館、ホテル
及び飲食店で、県産品を使った料理の提供、メニューへの情報掲載など鳥取の食
の豊かさを利用者に感じてもらえるようなＰＲを行い、かつ、法令を遵守し、衛生に
配慮した料理の提供に努めていること

３　生産者等(生産者団体及び食品製造業者を含む。)
・県内の農林水産業者（団体）及び県産農林水産物を原材料に使用した加工食品
の製造業者等で積極的に消費者への情報発信を行っている者

４　その他の企業、法人、団体等
・１～３の事業者の他、「食のみやこ鳥取県」推進のために自ら取り組み、又は応援
する企業、法人、団体等

※参考URL：https://www.pref.tottori.lg.jp/dd.aspx?menuid=178542

ふるさと認証食品

県内の工場で製造され、食品添加物を使用していない、又は品質を保持するため
必要な最小限度としている次に掲げるいずれかのもの。
1 原材料に県産農林水産物を用いている加工食品（重量割合50％以上）
2 地域に古くから伝わる伝統的な製造方法を用いて作られている加工食品
3 県独自の新技術を用いて作られている加工食品
※参考URL：http://www.pref.tottori.lg.jp/178533.htm

とっとり県産品
「鳥取物がたり」

次に掲げるいずれかのもの。
1 県内において製造加工された産品
2 県外において製造加工された産品であって産品を特徴づける材料、技術等が県
内で生産又は伝承されているもの。
※参考URL：http://www.pref.tottori.lg.jp/item/852435.htm

問合せ先
担当部署 電話番号

市場開拓局食のみやこ推進課 0857-26-7853

関連サイト http://www.pref.tottori.lg.jp/dd.aspx?menuid=192844
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名称 食のみやこ鳥取県づくり支援交付金 

施策対象 民間団体、グループ、直売所（ＪＡ等）、道の駅等

施策主体 鳥取県

対象者

鳥取県の食材や食文化、料理等の普及活動、地域資源を活用した名物料理づくりや特産品
開発、ブランド化推進に取り組む県内外の民間団体、任意グループ等
募集期間
1次募集　令和3年2月26日（金）～ 同年3月24日（水）

2次募集　予算の範囲内で随時募集するが一次募集への応募事業を優先とする。

施策概要
食のみやこ鳥取県のイメージアップ及び県産品のブランド化、名物料理開発による地域振興

等、食のみやこ鳥取県につながる活動を幅広く支援する。

〇支援内容

交付対象経費 事業実施に必要な調査、食材等の購入、情報発信、イベント開催等に要する経費
（ただし、実施主体の運営に係る経常的な経費、人件費、食糧費、備品購入費は除く）

1　一般枠・コンベンションＰＲ枠・直売所連携魅力アップ枠

1　事業の内容 ＜一般枠＞
食のみやこ鳥取県のイメージアップのための情報発信やブランド化の推進、特産品開発、名
物料理づくり等、食を切り口にした産業振興、地域振興に資する取組み

＜コンベンションＰＲ枠＞
全国規模スポーツ大会、コンベンション等に参加する県外からの来県者に対し、「食のみやこ
鳥取県」をＰＲする民間等の取組

＜直売所連携魅力アップ枠＞
県内の複数の直売所の連携による魅力向上や活性化に向けた取組

2　交付対象者 民間団体、グループ、直売所（ＪＡ等）、道の駅等（※市町村、食のみやこ鳥取ブランド団体支
援交付金・鳥取県林業団体等支援交付金の対象団体、個別企業等は対象外。本交付金の主
となる申請者は、原則として鳥取県内に事業所等を有する者とする。また構成員のうち、県外
事業者等が含まれる場合は、構成員の1/2未満とする。）

3　交付率等 1/2以内
＜一般枠＞上限額2,000千円
　 ただし、県内における中国ブロック以上の規模で開催するイベントで、かつ見込まれる集客
が   1万人以上の場合、交付限度額を4,000千円とする。

   （※予算の都合上、交付限度額4,000千円の事業については、本年度の募集を行わない。）

＜コンベンションＰＲ枠＞　上限額250千円

＜直売所連携魅力アップ枠＞上限額500千円

２　特別枠

1　事業の内容 食のみやこ鳥取県のイメージアップのため、食の美味しさ、楽しさの発信や文化的側面
などに着目した営利を目的としない取組み

2　交付対象者 民間団体、グループ、企業、個人等（※市町村、食のみやこ鳥取ブランド団体支援交付
金・鳥取県林業団体等支援交付金の対象団体は交付対象外です）

3　交付率等 10/10以内、上限額250千円

問合せ先
担当部署 電話番号

市場開拓局食のみやこ推進課 0857-26-7853

関連サイト http://www.pref.tottori.lg.jp/178541.htm
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名称 とっとりオリジナルメニューづくり支援事業 

施策対象 企業

施策主体 鳥取県

対象者

県内の農村レストラン、旅館、ホテル、道の駅の飲食店事業者、「食のみやこ鳥取県」推進サ
ポーター(飲食店で県産農林水産物の使用割合が５割以上のメニューを開発するサポーターに
限る。)　※ジビエメニューの場合は、飲食店以外のサポーター、ジビエ振興に取り組む任意団

体等を対象とする。

施策概要 地元食材を使った料理の開発（ジビエ料理を含む）・ＰＲ活動を支援する。

〇支援内容

補助対象事業

1　主として県産農林水産物及び県産ジビエ（野生鳥獣肉）を使用した料理の開発
2　成功事例の視察研修の実施
3　消費者を対象としたモニタリングの実施
4　マスコミへの開発した料理についての資料の提供
5　開発した料理のＰＲ
6　その他目的達成に必要な事業
※上記のうち、1は必ず実施してください。

補助率及び補助金額等
(1) 補助率：補助対象経費の1/2
(2) 補助限度額 ：１事業者  250千円/事業年度（最大3事業年度）

補助対象経費 試作材料費、旅費､食糧費、謝金、試食品代金、ＰＲ資材作成費等

問合せ先

担当部署 電話
東部地域振興事務所 0857-20-3664
中部総合事務所県民福祉局中部振興課 0858-23-3985
西部総合事務所県民福祉局西部観光商工課 0859-31-9648
市場開拓局食のみやこ推進課 0857-26-7853

関連サイト http://www.pref.tottori.lg.jp/dd.aspx?menuid=178538
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名称 コロナ後を見据えた飲食店応援事業費補助金 

施策対象 県内飲食店、食品加工事業者等

施策主体 鳥取県

対象者 県内飲食店、食品加工事業者等

施策概要 経営のデジタル化や新たな業態導入に取り組む県内飲食店等を応援する。

〇デジタル化で頑張る飲食店等支援事業　

補助対象事業 業務効率化や生産性向上等のためのデジタル化を導入・推進する事業 

補助対象経費
経営のデジタル化への取組に要する経費（システム導入費、機器導入費等、経営
のデジタル化に必要な各種経費）

補助対象者

県内飲食店、食品加工事業者等
※原則として、本社が鳥取県内にある法人若しくは、鳥取県内に事業所を有する個
人事業主で、食品衛生法に係る営業許可証を有する事業者。なお、補助対象者
は、食のみやこ推進サポーターに登録するものとする。

補助率 １/２補助、１社につき上限10万円

〇食品加工で頑張る飲食店等支援事業　

補助対象事業
新たな業態導入に取り組むための事業
　※ただし、法令に係る必要な営業許可、食品表示等に従ってください。

補助対象経費
商品開発に係る経費、システム導入又はリース費及び施設改修費、機器導入費、
試供品製造・提供費等

補助対象者

県内飲食店、食品加工事業者等
※原則として、本社が鳥取県内にある法人若しくは、鳥取県内に事業所を有する個
人事業主で、食品衛生法に係る営業許可証を有する事業者。なお、補助対象者
は、食のみやこ推進サポーターに登録するものとする。

補助率 １/２補助、１社につき上限25万円

問合せ先 市場開拓局食のみやこ推進課　TEL：0857-26-7835、FAX：0857-21-0609

関連サイト https://www.pref.tottori.lg.jp/296365.htm
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名称 鳥取県有機・特別栽培農産物等総合支援事業 

施策対象 農業者

施策主体 鳥取県

対象者
有機JAS認証事業者、鳥取県特別栽培農産物認証事業者、新たに鳥取県特別栽培農産物認

証を取得予定の事業者

施策概要
有機農産物及び特別栽培農産物の生産振興を図るため生産、販売並びに消費者交流などに

積極的に取り組む実践農家に対して支援する。

〇支援内容
（１）有機・特別栽培農産物生産技術支援事業

支援内容
有機的管理で使用する機器購入費、有機・特別栽培の技術習得のために必要な経費について支
援

補助率
機器購入費は事業費の1/3以内（県費のみ・補助金上限は総額30万円）
その他経費は事業費の1/2以内（県費のみ・補助金上限は個人10万円、法人・団体は30万円）

（２）消費者交流・マッチング支援事業

支援内容 イベント等での消費者交流、市場調査、販路開拓、制度PRを行うために必要な経費について支援

補助率 事業費の1/2以内（県費のみ・補助金上限は個人10万円、法人・団体は30万円）

〇主な要件
有機・特別栽培農産物生産技術支援事業においては、機器購入又は技術習得が、次に掲げるいずれかの取組
みに結びつくものであること

　（１）新たに鳥取県特別栽培農産物認証を取得すること
　（２）有機認証申請面積又は鳥取県特別栽培農産物認証申請面積を拡大させること
　（３）鳥取県特別栽培農産物における節減対象農薬の削減割合を向上させること
　（４）法人又は団体における有機・特別栽培農産物の栽培に係る構成員を増やすこと

問合せ先

担当部署 電話番号
農林水産部生産振興課 0857-26-7415
農林水産部東部農林事務所農業振興課 0857-20-3580
八頭事務所農林業振興課農業振興室 0858-72-3808
中部総合事務所農林局農業振興課 0858-23-3274
西部総合事務所農林局農林業振興課 0859-31-9643
西部総合事務所日野振興センター日野振興局農林業振興課農業振興室 0859-72-2003

関連サイト http://www.pref.tottori.lg.jp/dd.aspx?menuid=63864
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名称 環境保全型農業直接支払対策事業 

施策対象 農業者等

施策主体 鳥取県、市町村

対象者 農業者の組織する団体、一定の条件を満たす農業者等

施策概要
化学肥料・化学合成農薬の５割以上低減した上で、地球温暖化防止や生物多様性保全に効果

の高い営農活動を行う農業者等の取組面積に対し、直接支援する。

○支援の内容

補助金額・補助率

<10a当たり交付単価（円）>
　全国共通取組
　・緑肥の作付け　6,000円/10ａ
　・堆肥の施用     4,400円/10ａ　　
　・有機農業の取組　12,000円/10ａ
 　　（ただし、そば等雑穀、飼料作物は3,000円/10ａ）
　・リビングマルチ　 5,400円/10ａ
　　 （ただし、小麦・大麦等は3,200円/10ａ）　
　・草生栽培　5,000円/10ａ
　・不耕起播種　3,000円/10ａ
　・長期中干し・秋耕　800円/10ａ

　地域特認取組
　・冬期湛水管理　4,000～10,000円/10ａ

補助率 ： 国 1/2   県 1/4   市町村 1/4
（配分に当たっては、全国共通取組が優先されます。）

主な要件

○主作物について販売を目的に栽培していること。
○国際水準ＧＡＰに取り組むこと。
（指導や研修に基づく取組の実践です。認証取得を求めるものではありません。）
○推進活動の実施

問合せ先

担当部署 電話番号
 農林水産部農地・水保全課 0857-26-7336
 農林水産部東部農林事務所地域整備課 0857-20-3570
 中部総合事務所農林局地域整備課 0858-23-3170
 西部総合事務所農林局地域整備課 0859-31-9665

関連サイト
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名称 農地・農業用施設災害復旧事業 

施策対象 市町村、土地改良区、農業者等

施策主体 鳥取県

対象者 市町村、土地改良区、土地改良区連合、農業協同組合

施策概要 暴風、豪雨、高潮、地震などにより被災した農地や農業用施設を原形に復旧する。

○支援の内容

対象となる施設

a)農地とは耕作の目的に供される土地をいい、現に肥培管理を行っているもの、及び耕作しよう
とすれば直ちに農地として使用できる休耕地等を対象とする。
b)農業用施設とは、ため池、頭首工、用･排水路、揚水機等のかんがい排水施設、農業用道路
並びに農地または農作物の災害を防止するため必要な施設を指す。

対象となる
災害原因

a)雨　量・・・最大24時間雨量80mm以上又は時間雨量は20mm以上
b)風　速・・・最大風速15m/sec以上
c)洪　水・・・その地点の水位が警戒水位以上。
d)地　震・・・特に震度の定め無し。
e)融雪出水・・気温の急上昇による雪解けによる出水。

国庫補助

a)対象となる災害復旧事業は、1箇所の工事の費用が40万円以上。

b)農業用施設は、受益戸数が2戸以上が条件。

c)基本補助率は、農地：50％、農業用施設：65％。

d)関係農家1戸当たりの事業費が多くなれば補助率の嵩上げあり。

e)激甚災害に指定された場合は、上記の嵩上げ後の補助残の事業費（市町村･農家の負担分）
に応じてさらに補助率の嵩上げあり。

f)農道や水路などの機能確保のための仮設的な工事は、事業主体の判断で応急仮工事が実施
可能。実施１箇所当たり20万円以上で仮工事を除く事業費が40万円以上が国庫補助の対象。

g)災害復旧事業の要件に該当し、農道や水路の機能確保のために緊急に災害復旧工事の一部
又は全部に着工したい場合は、農政局の承認を得て査定の前に着工（応急本工事）が可能。

問合せ先

担当部署 電話番号
 農林水産部農地・水保全課 0857-26-7325
 農林水産部東部農林事務所地域整備課 0857-20-3573
 中部総合事務所農林局地域整備課 0858-23-3172
 西部総合事務所農林局地域整備課 0859-31-9671

関連サイト
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名称 農地を守る直接支払事業 

施策対象 農業者等

施策主体 鳥取県、市町村

対象者 市町村と協定を締結し、５年間以上農業を続けることを約束した集落の農業者等

施策概要
特定農山村法や山村振興法等の法律で指定された地域や知事が特に指定する地域について、

農用地の農地区分や傾斜に応じて交付金を交付する。

○支援の内容

補助金額

補助率

　<10a当たり交付単価（円）>
急傾斜　  緩傾斜

田 21,000 8,000
畑 11,500 3,500

　　　　　草地 10,500 3,000
採草放牧地 1,000 300

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  
① 農業生産活動を継続するための基礎的な活動（上記単価の8割を交付）
　　例：耕作放棄の防止、水路、農道等の管理、周辺林地の管理等

② ①に加えて集落戦略を作成（上記単価の10割を交付）

③ 加算措置
　・超急傾斜農地保全管理加算（6千円/10a（田・畑））
　・集落協定広域化加算（3千円/10a（田・畑））
　・集落機能強化加算（3千円/10a（田・畑））
　・生産性向上加算（3千円/10a（田・畑））
　　 　　
補助率 ： 国 1/2 県 1/4   市町村 1/4
　　　　　（特認地域は全て1/3）

主な要件
「農業振興地域の整備に関する法律」において定める「農用地区域」内の農用地で、傾斜基準
等を満足する農用地が１ha以上まとまって存在もしくは集落協定に基づく農用地の保全に向け
た共同取組活動が行われる複数の団地の合計面積が１ha以上。

問合せ先

担当部署 電話番号
 農林水産部農地・水保全課 0857-26-7336
 農林水産部東部農林事務所地域整備課 0857-20-3570
 中部総合事務所農林局地域整備課 0858-23-3170
 西部総合事務所農林局地域整備課 0859-31-9665

関連サイト
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名称 しっかり守る農林基盤交付金  

施策対象 市町村、農業者等

施策主体 鳥取県

対象者 市町村

施策概要
小規模な農林業生産基盤の整備及び補修並びに防災措置に要する経費を市町村に助成し、優

良農林地の維持・保全を支援する

〇支援内容

主な要件

対象事業は、次に掲げる事業を除いた事業。
①当該事業にその市町村の一般財源が一切充当されない事業
②当該事業に本交付金以外の補助金、交付金、地方債その他の使途が特定された財源が充当

される事業
③受益者の数が１以下である事業（知事が別に定める場合を除く）
※知事が別に定める場合の「意欲的な農林業者」には災害復旧を行い営農を続ける者を含めて

も良い。
④国の補助を受けて行う事業に係る採択基準を満たしている事業

１　市町村事業費の1/2以内
（市町村事業費＝全体事業費―受益者負担事業費）

以下のいずれかの場合
・市町村負担率が、市町村交付金で農林基盤の整備に適用した負担率未満の場合
・市町村交付金で実績がない事業で、受益者負担率が2割を超える場合
・災害復旧交付額による災害復旧の場合

２　市町村交付金時の市町村負担率＋受益者負担軽減率
・市町村負担率が、市町村交付金で農林基盤の整備に適用した負担率以上の場合　※上限1/2

補助率

３　全体事業費の1/2
・市町村交付金で実績がない事業で、農家負担率が2割以下の場合

問合せ先

担当部署 電話番号
農林水産部農地・水保全課   0857-26-7325
農林水産部東部農林事務所地域整備課 　0857-20-3570
中部総合事務所農林局地域整備課 　0858-23-3170
西部総合事務所農林局地域整備課 　0859-31-9673

関連サイト
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名称 農業基盤整備資金・担い手育成農地集積資金  

施策対象 農業者等

施策主体 日本政策金融公庫（農林水産事業）

対象者
①土地改良区、土地改良区連合、農業協同組合、農業協同組合連合会、農業を営む者
②５割法人・団体（構成員又は資本金等の過半を農業者が占めている法人・団体）

③農業振興法人

施策概要

〇支援内容

・農業基盤整備資金
　農地・牧野の新設、改良、造成及び復旧にかかる事業に対し、低金利での資金貸付を行う。

・担い手育成農地集積資金
　農用地集積を条件とする経営体育成促進事業等に対し、無利子での資金貸付を行う。当該資

金は単独ではなく農業基盤整備資金との組み合わせによって融資を受ける。

問合せ先
担当部署 電話番号

日本政策金融公庫　
鳥取支店　農林水産事業

0857-20-2151

関連サイト http://www.maff.go.jp/j/nousin/kikaku/kiban_shikin/
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名称 土地改良施設維持管理適正化事業 

施策対象 土地改良区、土地改良区連合、市町村、その他団体

施策主体 鳥取県

対象者 鳥取県土地改良事業団体連合会

施策概要
　団体営規模以上の事業により造成された施設（ダム、頭首工、揚排水機、樋門、水門、ため
池、水路、畑かん施設）の機能保持と耐用年数を確保するため、土地改良区等による施設整備

補修のための資金を造成し、定期的な整備補修を実施する。

○支援の内容

　主な要件
・管理指導事業又は機能保全計画において必要と認められた整備補修
・団体営規模以上の事業により造成された施設
・１地区あたりの年事業費が200万円以上

　補助率
・国費：3/10
・県費：3/10、
・事業主体4/10（うち、3/10は5年間で積立、1/10は事業実施年度に拠出）

　対象工事の例

・機能低下防止、機能回復のため、5年に1回程度の頻度で行う必要のある整備補修
・災害防止その他保安上又は設備の性能の向上等により、管理の効率化と労力節減を図る
ために必要とされる施設本体の付帯設備の改善等
・管理の効率化と労力節減を図るために必要となる施設の一部更新

○事業の流れ

問合せ先

担当部署 電話番号

農林水産部農地・水保全課 0857-26-7325

農林水産部東部農林事務所地域整備課 0857-20-3570

中部総合事務所農林局地域整備課 0858-23-3170

西部総合事務所農林局地域整備課 0859-31-9673

関連サイト
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名称 多面的機能支払交付金事業 

施策対象 農業者等

施策主体 鳥取県、市町村

対象者
多様な主体が参画し、市町村と協定を締結した活動組織等。ただし、農地維持支払において農

業者のみの組織でも取組可能。

施策概要
地域住民が将来の農地や水路などを保全するための保全管理構想を策定することを前提に、

地域全体で行う農地や農業用水等の地域資源の保全・向上活動を支援する。

○支援の内容

支援内容

農地・農業用水等の保全向上活動や農業用水路等の長寿命化のための補修・更新の取組みに必
要な経費を支援する。
　①農地維持支払を交付するのに要する経費             

　②資源向上支払（共同活動）を交付するのに要する経費

　③資源向上支払（長寿命化）を交付するのに要する経費

補助率
補助上限

 <１０ａ当たり交付単価（円）>
①農地維持支払…基本交付単価 ： 水田3,000円／10a、畑2,000円／10a　  
①に加えて既存活動組織が小規模集落を取り込み、保全管理を行う場合、田1,000円/10a,畑600円

/10a加算　※小規模集落：集落内の総農家戸数が10戸以下の集落

②資源向上支払（共同活動）…基本交付単価 ： 水田2,400円／10a、畑1,440円／10a　
②に加えて
  ・多面的機能の増進を図る活動の取組数を新たに１つ以上増加させる場合、田400円/10a,畑

240円/10a加算
  ・上記に加え構成員のうち非農業者等が占める割合が４割以上かつ実践活動に構成員の８割以

上が毎年度参加する場合、田800円/10a,畑480円/10a加算
  ・水田の雨水貯留機能強化（田んぼダム）の推進について、資源向上支払（共同活動)の交付を受

ける田面積の１/２以上で取組む場合、田400円/10a

③資源向上支払（長寿命化）…基本交付単価 ： 水田4,400円／10a、畑2,000円／10a　
  ・補助率 ： 国 1/2   県 1/4   市町村 1/4

主な要件

①農地維持支払【農業者のみ、又は農業者以外の地域住民を含む組織】
  ・畦畔の草刈り、水路の泥上げ等の地域資源の基礎的保全活動
  ・今後の地域の農業のあり方を検討した地域資源保全管理構想の作成

②資源向上支払（共同活動）【農業者以外の地域住民を含む組織】
  ・水路や農道等の軽微な補修、植栽等による農村環境保全活動

③資源向上支払（長寿命化）【農業者のみ、又は農業者以外の地域住民を含む組織】
  ・水路や農道、ため池等の地域資源の長寿命化のための活動 

問合せ先

担当部署 電話番号
 農林水産部農地・水保全課 0857-26-7334
 農林水産部東部農林事務所地域整備課 0857-20-3570
 中部総合事務所農林局地域整備課 0858-23-3172
 西部総合事務所農林局地域整備課 0859-31-9665

関連サイト
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名称 ため池防災減災対策推進事業  

施策対象 市町、集落、土地改良区、事業申請人

施策主体 鳥取県

対象者 市町、集落、土地改良区、事業申請人

施策概要
農村地域防災力向上を図るため、ため池ハザードマップ作成、ため池の廃止や浚渫等の保全

対策、工事負担金軽減などハード・ソフト両面から、ため池防災・減災対策を総合的に実施。

＜事業の概要＞
（１）調査推進事業

区分 事業内容 事業主体 補助
ため池ハザード
マップ作成

ため池が決壊した場合の浸水被害想定図を基に、関係住民によるワーク
ショップを実施し、初動体制や避難ルートの検討等を行う場合に経費支援 市町 ①国庫

ため池防災・減
災システム整備

ため池による災害防止や減災の観点から、監視体制の強化や防災活動を
支援するための簡易な機器の設置に対し支援

①国庫
②単県

ため池防災訓練
支援

ため池ハザードマップに基づいた防災訓練等の実施に要する経費を支援

市町
集落

土地改良区 ①国庫

（２）保全対策事業
区分 事業内容 事業主体 補助

旧農業用ため池
廃止

不要なため池のうち、決壊した場合に人家・人命等に影響があるものを対
象に、貯水機能を廃止する。

①国庫
②単県

ため池付帯施設
整備

ため池の管理上支障となる付帯施設の軽微な補修、改良を行う。 ②単県

ため池浚渫 日本型直接支払等による維持管理体制の強化を前提に、堆積土の除去を
行う。

市町
集落

土地改良区
②単県

（３）ため池整備推進交付金
区分 事業内容 事業主体

ため池整備推進
交付金

農家1戸当たりの工事負担金が10万円を超える場合に、10万円を超える部分に対
し、漸増方式で助成する。平成27～令和6年度までの採択地区に限る。

事業申請人

①国庫補助：定額補助(10/10)
②単県補助：市町村事業費の1/2以内（市町村事業費＝全体事業費―受益者負担事業費）

＜主な要件＞
事業実施期間は平成27～令和6年度まで。調査推進事業、保全対策事業は国庫補助事業の活用を優先。

問合せ先

担当部署 電話番号
農林水産部 農地・水保全課   0857-26-7323
農林水産部 東部農林事務所 地域整備課 　0857-20-3573
中部総合事務所 農林局 地域整備課 　0858-23-3170
西部総合事務所 農林局 地域整備課 　0859-31-9665

関連サイト
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名称 鳥獣被害防止総合対策交付金（国庫事業）  

施策対象
野生鳥獣による被害の深刻化・広域化に対応し、地域ぐるみの被害防止活動や侵入防止柵等

の整備等の鳥獣被害防止対策を総合的に支援する。

施策主体 県、市町村

対象者
市町村、農林業関係団体（農協、農業共済、森林組合、漁業協同組合）、狩猟者団体等関係機

関、集落の代表者等で構成される協議会

施策概要

○推進事業（ソフト）
　発信器を活用した生息調査、捕獲機材の導入、放任果樹の除去、緩衝帯の整備、捕獲に関す
る専門家の育成支援等
〇整備事業（ハード）

  侵入防止柵の整備、捕獲鳥獣の処理加工施設・焼却施設の整備等

〇支援内容
区　　分 事業内容 事業実施主体 補　　助　　率

整備事業
（ハード）

・侵入防止柵等の被害防止施設
・捕獲鳥獣の処理加工施設（解体
処理施設・焼却施設）
・捕獲技術高度化施設（射撃場）

地域協議会（市
町村、農林漁業
団体、猟友会等
で構成）又は市町
村等

1/2又は定額
６法指定地域は55/100以内
※侵入防止柵の設置を自力で行う場合は資
材費相当分を定額補助

推進事業
（ソフト）

・捕獲機材の導入
・緩衝帯の設置
・講習会・調査、捕獲に関する専門
家の育成支援等

地域協議会 1/2又は定額
※但し、1/2補助の適用で緩衝帯整備等を行う
場合は、県・市町村が嵩上げ（各1/4負担）を
行うため地元負担はなし

緊急捕獲事業
（ソフト）

・ニホンジカに係る捕獲活動経費
等

地域協議会又は
市町村

定額

問合せ先

担当部署 電話番号
農林水産部鳥獣対策センター 　0858-72-3821
農林水産部東部農林事務所農業振興課 　0857-20-3552
農林水産部東部農林事務所八頭事務所農林業振興課農業振興室 　0858-72-3821

（鳥獣対策センター）
中部総合事務所農林局農業振興課 　0858-23-3165
西部総合事務所農林局農林業振興課 　0859-31-9643
日野振興センター日野振興局農林業振興課農業振興室 　0859-72-2005

関連サイト
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名称 鳥取県鳥獣被害総合対策事業補助金 

施策対象
野生鳥獣による農林水産物等への被害を減少させるため、鳥獣被害に強い集落づくりの推進、

侵入防止柵の設置や有害鳥獣捕獲等を支援する。

施策主体 県、市町村

対象者
集落等、市町村、農協等（農業協同組合、森林組合、2戸以上の農業者等で組織する任意の組

織、認定農業者等）、市町村や農協及び猟友会等で組織する地域協議会

施策概要

○鳥獣被害に強い集落づくりの推進
○侵入を防ぐ対策：侵入防止柵等の設置、追い払い用具の導入
○個体数を減らす対策：有害鳥獣捕獲に係る活動費、捕獲従事者養成に係る経費、捕獲奨励
金

○周辺環境を改善する対策：鳥獣被害防止総合対策交付金を活用して行う緩衝帯等の設置

〇支援内容
区　　分 事業内容 事業実施主体 補助率

地域づくり推進支
援事業

地域ぐるみで行う鳥獣に強い集落づくりのための取り組
み（現地調査、研修会、検討会、餌付け要因の除去、藪
の刈払い、侵入防止柵の見回り・修繕等）

農協等のう
ち、自治会及
び農業者等の
組織する団体

県1/2、市町村1/2
（県補助限度額
　　　150千円/団体）

侵入を防ぐ対策 侵入防止柵等の設置、追い払い用具の導入等
有害鳥獣捕獲に係る活動費、捕獲従事者養成に係る経
費

市町村
協議会
農協等

事業費の2/3を補助
（県1/3、市町村1/3）

個体数を減らす対
策

捕獲奨励金 市町村 県1/2、市町村1/2
（県補助上限単価）
イノシシ・シカ（猟期
外）・アライグマ：5千
円
シカ（猟期）：2.5千円
ヌートリア：1.5千円

周辺環境を改善
する対策

鳥獣被害防止総合対策交付金を活用して行う緩衝帯等
の設置

協議会 事業費の1/2を補助
（県1/4、市町村1/4） 

問合せ先

担当部署 電話番号
農林水産部鳥獣対策センター 　0858-72-3821
農林水産部東部農林事務所農業振興課 　0857-20-3552
農林水産部東部農林事務所八頭事務所農林業振興課農業振興室 　0858-72-3821

（鳥獣対策センター）
中部総合事務所農林局農業振興課 　0858-23-3165
西部総合事務所農林局農林業振興課 　0859-31-9643
日野振興センター日野振興局農林業振興課農業振興室 　0859-72-2005

関連サイト
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名称 農山漁村滞在促進事業（観光客の心に響く滞在型地域創造事業） 

施策対象 農業者等

施策主体 鳥取県、市町村

対象者

宿泊事業者（＊1）、民泊推進協議会（＊2）、市町村、個人、団体
＊１：農家の自宅等を活用して農山漁村等地域における自然・伝統等の観光素材と組み合わせ
た体験を提供する宿泊施設を開業する者または既に開業している者
＊２：鳥取県内の周辺地域で教育旅行等の民泊受入れに取り組む２者以上（個人含む）で構成

される連携事業者

施策概要
特色ある宿泊体験を中心に農山漁村における地域資源を活用したコンテンツ（観光素材）づくり

や、これらを結びつけた魅力ある滞在エリアの創造を支援します。

●支援の内容

内容 補助対象経費 補助率等 審査会による
計画承認

①魅力ある滞在宿泊体験メ
ニュー創造事業

宿泊施設を開業する際の許認
可申請等に要する経費、
提供する特色ある商品の開発
に要する経費、
開業及び利用客拡大に伴う宣
伝費　等

【事業実施主体】宿泊事業者
【補助率】2/3（県費のみ）
【補助上限額】５００千円 必要

②魅力ある滞在エリア創造支
援事業

民泊受入家庭確保のための掘
り起こし活動等に要する経費　
等

【事業実施主体】民泊推進協議会
【補助率】2/3（県費のみ）
【補助上限額】６００千円

必要

③伝統的な農山漁村生活体
験等を提供するための宿泊
施設等（古民家等）の整備

※市町村を通じた間接補助

施設の内装や外装の改修、宿
泊者が利用する風呂、トイレ等
の改修等に係る経費等（宿泊
者専用の設備・器具に限る）

【事業実施主体】
①、②の内容に取組む
宿泊事業者および民泊推進協議会
【補助率】1/2
 　（県費1/3、市町村1/6以上）
【補助上限額】県２，０００千円

必要

④農山漁村における体験メ
ニューを提供（教育旅行等）
する宿泊施設等の整備

※市町村を通じた間接補助

宿泊者が利用する浴室、台所、
トイレ等の改修及び施設のバリ
アフリー化に要する経費　等

【事業実施主体】
宿泊事業者または民泊推進協議会
【補助率】1/2
　 （県費1/3、市町村1/6以上）
【補助上限額】県２００千円

不要

⑤お試し体験受入 試行的に行う場合に必要なレン
タル備品や消耗品等の購入、
視察・研修、外国人観光客を試
行的に受け入れる場合に必要
な経費通訳料、翻訳料、パンフ
レット等外国語案内ツール作成
に係る経費等に要する経費

【事業実施主体】
個人、団体、宿泊事業者、民泊推進
協議会
【補助率】1/2
【補助上限額】県１５０千円

　　　不要

●募集期間等
【①～③】 別途通知する期間
【④⑤】　  随時受付

問合せ先

担当部署 電話番号
地域づくり推進部中山間・地域交通局中山間地域政策課 0857-26-7129
交流人口拡大本部観光交流局観光戦略課 0857-26-7273
地域づくり推進部東部地域振興事務所中山間地域振興チーム 0857-20-3663
中部総合事務所地域振興局中山間地域振興チーム 0858-23-3298
西部総合事務所地域振興局中山間地域振興チーム 0859-31-9606
西部総合事務所日野振興センター日野振興局 0859-72-2080

関連サイト
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名称 みんなで取り組む将来に向けた活力促進事業費補助金 

施策対象 集落等

施策主体 県

対象者 市町、市町が認める広域的運営組織、集落(自治会)、住民団体、NPO、個人事業主、企業等

施策概要
集落や地域の将来のために、住民が主体的に取り組む地域づくりの活動（地域コミュニティの再
生、住民共助、地域資源活用、コミュニティビジネス、遊休施設活用等）に必要な経費を支援す

る。

区分 補助対象経費 実施主体 負担割合、県上限額等
スタートアップ
支援

地域の将来のため、住民の生活支援や
集落等の課題解決に新たに取り組むた
めの初期活動経費

集落(自治会)、住民団
体、NPO、広域的地域
運営組織

県定額
上限100千円

将来に向けた取
組支援

集落等の将来のために、住民等が自主
的に取り組む地域づくりの活動や、地域
資源の利活用、暮らしを守る仕組みづく
りへのステップアップにつながる取組等
に必要なハード・ソフト事業

市町、集落(自治会)、住
民団体、NPO、個人事
業主、企業、広域的地
域運営組織

<ハード>県1/3、市町1/6
上限3,000千円
<ソフト>県1/2、市町任意
上限1,000千円

地域遊休施設等
活用支援

地域における比較的大規模な遊休施設
（空き校舎、空き店舗、空き倉庫等）を活
用して、総合的に地域活性化に取り組む
ために必要なハード・ソフト事業

市町、広域的地域運営
組織、NPO、集落(自治
会)、住民団体

県1/2、市町1/3
上限10,000千円
※既使用部分の改修等整
備の場合は上限4,000千円

安全・安心活動
支援

生活条件が不利となる中山間地域の課
題に対し、地域住民同士の事前の話合
いを通じた地域内の共助による日常生
活の安心確保の体制づくりに必要な経
費

市町、集落(自治会)、住
民団体、NPO、広域的
地域運営組織

県1/3、市町1/6以上
上限500千円

継業支援 (ア)地域が必要とするなりわいを引き継
ぐ人材受入に必要な経費（a:施設設備整
備、b:賃借料、c:研修等経費）を支援
(イ)お試しのための滞在に係る交通費、
宿泊費

(1)市町、地域組織
(2)個人

(ア)市町負担の1/2
上限 a:3,000千円
　　　 b:50千円/月
        c:60千円/月
※a,bは最大2年間支給
(イ)県1/2

【主な要件】

(1)鳥取県みんなで取り組む中山間地域振興条例・規則で定める中山間地域等で実施され、地域住民が参
加して住民のコミュニティの活性化を図る取組であること。

(2)将来に向けた取組支援のうち、コミュニティビジネス（県民等が中心となって地域が抱える課題を解
決に導こうとする事業をいう）の取組の場合
ア  個人事業主又は企業が事業実施主体となる場合は、将来を含め活動地となる市町、集落(自治会)、

地元住民との協働の体制があること（単なる個人事業主又は中小企業者の経済活動ではないこと）
イ　農産物生産、6次産業化の場合は農林水産部の事業を優先すること
ウ　法人化に要する経費は除く。

問合せ先

担当部署 電  話
地域づくり推進部中山間・地域交通局中山間地域政策課 　0857-26-7961
地域づくり推進部東部地域振興事務所中山間地域振興チーム 　0857-20-3663
中部総合事務所地域振興局中山間地域振興チーム 　0858-23-3298
西部総合事務所地域振興局中山間地域振興チーム 　0859-31-9606
西部総合事務所日野振興センター日野振興局 　0859-72-2080

関連サイト
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名称 若者定住等による集落活性化総合対策事業  

施策対象 小規模高齢化集落等

施策主体 県

対象者
小規模高齢化集落及び小規模高齢化集落に準じる集落、小規模高齢化集落を含む広域的な

組織、ＩＵターン移住者等

施策概要
小規模高齢化集落等が地域プランを策定し、地域の活性化に向けた取組等を行う場合、必要な

経費の一部を助成。また、同集落へのＩＵターン移住者に対し、定住に向けた支援を行う。

【事業の目的】
　小規模高齢化集落等の過疎化の進行に歯止めをかけ、将来に向けてその解消を図るため、将来の集落を担う
移住者を確保するとともに、小規模高齢化集落等を含む地域が一体となって居住環境の整備や農林業等の生活
基盤の改善に向けた取組を支援する。

【対象地域】
小規模高齢化集落等
・高齢化率が50%以上かつ世帯数が20戸未満の集落（小規模高齢化集落）
・高齢化率が40%以上かつ世帯数が30戸未満の集落（小規模高齢化集落に準ずる集落。ただし、高齢化率が
40%未満であっても、世帯数が極端に少ない等で将来的に集落の維持が危ぶまれると市町が認める集落を含
む。）

【主な内容】
　「小規模高齢化集落等」又は「小規模高齢化集落等を含む周辺地区」の活性化、地域課題の解消に向け策定し
た計画（地域プラン）に基づき、地域が実施する取組を支援する。

(1)　地域の維持活動や活性化に向けた取組支援
　地域プランに基づき、集落が県補助事業を活用して地域の保全対策や地域活性化の取組を行う場合に、地元
負担額を軽減。

［例］
・里地里山の再生に向けた取組（農林地の保全対策、景観向上対策、鳥獣被害対策等）
・地域資源を活用したコミュニティビジネスや起業支援、伝統文化・行事の継承の取組等

(2)　ＩＵターン移住者への直接支援
ア　生活支援奨励金（250万円/世帯、最大３年）
イ　住宅取得等支援（購入・改修経費、家賃補助）　
ウ　移住者が取り組む地域活性化活動に要する経費
　　　　　（イの住宅取得等支援と合算して上限250万円）
エ　奨学金返済支援（上限19,500円/月/人）

【補助率】
市町負担額の2/3を支援
（(1)は既存事業の補助率の嵩上げ：補助率2/3を上限）

問合せ先
担当部署 電  話

地域づくり推進部中山間・地域交通局中山間地域政策課 　0857-26-7961

関連サイト
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名称
とっとり共生の里保全活動推進事業(とっとり共生の里、むら・まち支
え合い共生の里)　 

施策対象 農業者等

施策主体 鳥取県

対象者 市町村（間接補助事業者：農山村集落・地域）

施策概要
農山村集落等が企業・団体及び市街地住民組織と協働で行う農地や農業用水路、ため池、農
道の保全活動や、農作物の生産、農産加工品の製造・販売を通じた６次産業化の取組みなどを

通じて、持続可能な農業の振興と農山村の活性化を図る。

○支援の内容
　農山村集落等と企業・団体及び市街地住民組織が協働で行う地域資源保全活動や、農作物の生産、農産加工
品の製造・販売などの取組みに必要な経費を支援する。

共生の里推進加速化事業　
事業内容  共生の里の活動に要する経費を補助する

補助率、補助上限  10/10（県2/3 、市町村1/3）
 3年目まで：上限 600千円／年・地区、4年目以降：上限300千円／年・地区

むら・まち支え合い共生促進事業
事業内容  むら・まち支え合いの活動に要する経費を補助する。

補助率、補助上限  10/10（県2/3 、市町村1/3）
 2年目まで：上限 390千円／年・地区、 3年目：上限195千円／年・地区

○主な要件
活動対象の地域は、過疎地域、振興山村及び特定農山村地域のいずれかの地域が位置する市町村とする。
〔活動期間〕　共生の里：5年間、むら・まち支え合い共生の里：3年間

○事業の流れ
①農山村集落、企業・団体及び市街地住民組織、市町村、県の4者で協定締結
②協定期間中の事業計画概要書作成
③毎年度、事業計画作成及び補助金申請

問合せ先

担当部署 電話番号

農林水産部農地・水保全課 0857-26-7334

農林水産部東部農林事務所地域整備課 0857-20-3570

中部総合事務所農林局地域整備課 0858-23-3172

西部総合事務所農林局地域整備課 0859-31-9663

関連サイト http://www.pref.tottori.lg.jp/247895.htm
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名称 農業農村自然エネルギー利活用支援事業 

施策対象 土地改良区、農業協同組合、農村集落等

施策主体 鳥取県、市町村

対象者 土地改良区、農業協同組合、農村集落等

施策概要 太陽光発電施設の導入に要する経費の一部を支援する。

○支援の内容

　主な要件 太陽光発電施設の導入を通じて、農業経営の効率化・高度化を目指す取り組みであること。

　補助率
事業費の10％を補助する。（上限1,000千円）
原則、市町村の負担額と同額を支援。ただし、農協等の市町村を跨ぐ広域団体の場合は県
単独で10％を支援。

問合せ先
担当部署 電話番号

 農林水産部農地・水保全課 0857-26-7334

関連サイト
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編集：鳥取県農林水産部農業振興戦略監とっとり農業戦略課


